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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　照明装置（１，３）と検出装置（Ｄ）とを有するセンサシステム（Ｓ）において、
　前記照明装置を構成して、第１波長のレーザビーム（Ｌ１１，Ｌ１２）と、第１波長と
は異なる第２波長のレーザビーム（Ｌ２１，Ｌ２２）とを放射するようにし、
　前記検出装置を構成して、第１波長および第２波長の電磁ビームが検出されるようにし
、
　前記センサシステム（Ｓ）は半導体レーザダイオード（１）を含んでおり、
　－　該半導体レーザダイオードは、第１活性領域（１１）と第２活性領域（１２）とを
有しており、
　－　当該の第１活性領域および第２活性領域は、前記半導体レーザダイオードの半導体
層列（１０）に含まれており、かつ上下に積層されており、
　－　第１活性領域（１１）は、半導体レーザダイオードの動作時に第１波長のレーザビ
ーム（Ｌ１１，Ｌ１２）を放射し、
　－　第２活性領域（１２）は、半導体レーザダイオードの動作時に第２波長のレーザビ
ーム（Ｌ２１，Ｌ２２）を放射し、
　前記の第１活性領域（１１）および第２活性領域（１２）は１つずつの量子井戸構造を
有しており、
　当該量子井戸構造は、層厚および／または量子化の次元が異なり、
　前記の半導体層列（１０）には、前記第１活性領域（１１）と前記第２活性領域（１２
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）との間にトンネルダイオード（１３０）が含まれており、
　前記第１活性領域（１１）および前記第２活性領域（１２）の両方は、前記トンネルダ
イオード（１３０）によって電気的に直列接続されており、
　前記レーザダイオード（１）は、３つまたはそれ以上の活性領域（１１，１２）を有し
ており、当該の複数の活性領域は、第１波長（Ｌ１１，Ｌ１２）のレーザビームを放射す
る、
　ことを特徴とするセンサシステム（Ｓ）。
【請求項２】
　前記活性領域の数は最大で１０である、
　請求項１に記載のセンサシステム（Ｓ）。
【請求項３】
　前記の活性領域（１１，１２）のうちの一方の活性領域は、量子点または量子線を有し
ており、他方の活性領域は量子箱を有する、
　請求項１または２に記載のセンサシステム（Ｓ）。
【請求項４】
　最も長い波長と最も短い波長との間の差分は、２００ｎｍ以下である、
　請求項１から３までのいずれか１項に記載のセンサシステム（Ｓ）。
【請求項５】
　前記半導体層列は、屈折率調整形のリブ導波器を形成するためにウェブとして構造化さ
れている、
　請求項１から４までのいずれか１項に記載のセンサシステム（Ｓ）。
【請求項６】
　前記半導体層列にはブラインド層（１１５）が含まれており、
　当該ブラインド層は、前記ウェブの長手方向に延在するストライプ状の開口部（１１５
１）を有しており、
　当該開口部は横方向に絶縁領域（１１５２）によって包囲されている、
　請求項５に記載のセンサシステム（Ｓ）。
【請求項７】
　前記のストライプ状の開口部（１１５１）は、１ないし１０μｍの幅を有する、
　請求項６に記載のセンサシステム（Ｓ）。
【請求項８】
　前記の第１活性領域（１１）および第２活性領域（１２）は１つずつの量子井戸構造を
有しており、
　当該量子井戸構造は、材料組成が異なっている、
　請求項１から７までのいずれか１項に記載のセンサシステム（Ｓ）。
【請求項９】
　前記の照明装置（１，３）を構成して、赤外線のスペクトル領域にてレーザビームが放
射されるようにした、
　請求項１から８までのいずれか１項に記載のセンサシステム（Ｓ）。
【請求項１０】
　前記の第１波長および／または第２波長は、８００ｎｍ以上１０００ｎｍ以下の値を有
する、
　請求項９に記載のセンサシステム（Ｓ）。
【請求項１１】
　前記の第１波長と第２波長との間の差分は、２０ｎｍ以上である、
　請求項１から１０までのいずれか１項に記載のセンサシステム（Ｓ）。
【請求項１２】
　前記センサシステム（Ｓ）は、間隔および／または速度の測定のために構成されている
、
　請求項１から１１までのいずれか１項に記載のセンサシステム（Ｓ）。
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【請求項１３】
　請求項１から１２までのいずれか１項に記載のセンサシステム（Ｓ）を有する衝突警報
システム。
【請求項１４】
　請求項１から１２までのいずれか１項に記載のセンサシステム（Ｓ）を有する暗視装置
。
【請求項１５】
　前記検出装置（Ｄ）には、半導体画像センサまたは残光増幅器が含まれている、
　請求項１４に記載の暗視装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、照明装置および検出装置を有するセンサシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば自動車用の衝突警報システムまたは暗視装置に使用される、照明装置および検出
装置を有するセンサシステムは公知である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】WO01/39282
【特許文献２】US5,831,277
【特許文献３】US6,172,382B1
【特許文献４】US5,684,309
【特許文献５】WO99/39405
【特許文献６】US5,212,706
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の課題は、検出装置および照明装置を有するセンサシステムを提供して、このセ
ンサシステムが殊に多方面に使用できるようにすることである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　この課題は、本発明により、照明装置と検出装置とを有するセンサシステムにおいて、
この照明装置を構成して、第１波長のレーザビームと、第１波長とは異なる第２波長のレ
ーザビームを放射するようにし、また上記の検出装置を構成して、第１波長および第２波
長の電磁ビームが検出されるようにしたことを特徴とするセンサシステムを構成すること
によって解決される。
【０００６】
　このセンサシステムの実施形態および発展形態は、従属請求項に記載されている。特許
請求の範囲の開示内容は、参照によって本明細書に明確に含まれるものとする。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】１実施例によるセンサシステムの概略断面図である。
【図２】図１の実施例によるセンサシステムの半導体レーザダイオードの概略斜視図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　ここでは照明装置および検出装置を有するセンサシステムが提供される。この照明装置
は、第１波長のレーザビームと、この第１波長とは異なる第２波長のレーザビームとを放
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射するように構成されている。上記の検出装置は、上記の第１および第２の波長の電磁波
を検出するように構成されている。
【０００９】
　「第１の波長のレーザビーム」という表現はここでは、上記の照明装置が、第１波長に
おいて放射最大値を有するレーザビームを放射することであると理解されたい。このレー
ザビームは、殊に狭帯域に放射される。例えば、第１波長のレーザビームには実質的に、
波長が第１波長から１０ｎｍ以下だけ偏差するレーザビームだけが含まれるのである。「
第２の波長のレーザビーム」についてもこの説明が相応に当てはまる。
【００１０】
　上記の照明装置は、例えば、少なくとも２つの輝線を有する線スペクトルを備えた電磁
（レーザ）ビームを放射するように構成されている。この線スペクトルは有利には２本以
上１０本以下の輝線を有する。言い方を変えると、上記の照明装置は、複数の、例えば２
個以上１０個以下の相異なる波長を有するレーザビームを放射するのである。
【００１１】
　例えば、上記の照明装置は、センサシステムの動作時に対象体を照明する。この対象体
は、照明装置によって放射されたレーザビームの一部を上記の検出装置に反射し、反射し
たレーザビームがこの検出装置で検出される。この検出装置によって受信される信号は、
照明装置によって放射されるレーザビームに対して、上記の対象体の反射係数が大きけれ
ば大きいだけそれだけ大きくなる。ふつうこの反射係数は波長に依存し、この波長依存性
は対象体の材料に依存する。したがって波長があらかじめ設定されている場合、材料が異
なれば、レーザビームの割合も異なるのである。
【００１２】
　１波長のレーザビームだけでなく種々異なる多数の波長のレーザビームを放射する照明
装置を使用するにより、上記の検出装置の受信信号を比較的大きくすることができる材料
の数は、１波長だけが放射される照明装置に比べて大きくなる。これにより、上記のセン
サシステムによる対象体の検出が、この対象体の材料に起因して損なわれてしまう危険性
が低減される。これにより、このセンサシステムは、例えば殊に他方面に使用可能になる
のである。
【００１３】
　上記のセンサシステムの１実施形態では、第１波長と第２波長との差分は、２０ｎｍ以
上であり、殊に５０ｎｍ以上である。
【００１４】
　１実施形態では上記の照明装置を構成して、第１波長のレーザビームと、この第１波長
とは異なる第２波長のレーザビームと、第１および第２波長とは異なる少なくとも１つの
別の波長のレーザビームとが放射されるようにする。この場合に上記の検出装置は、第１
波長および第２波長および上記の少なくとも１つの別の波長の電磁波を検出するように構
成される。したがって上記の照明装置は、波長の異なる多数のレーザビームを放射するこ
とができ、上記の検出装置はこれらのレーザビームを検出することができるのである。
【００１５】
　別の実施形態では、上記の照明装置は少なくとも１つの半導体レーザダイオードを含む
。半導体レーザダイオードはふつう電気光学的な効率が高く、また殊に比較的大きな光学
的出力が可能になる。
【００１６】
　これに関連して上記の半導体レーザダイオードは、レーザダイオードチップ、またはレ
ーザダイオードチップおよびケーシングを有するレーザダイオード構成素子とすることが
可能である。この半導体レーザダイオードは、ビーム形成のために設けられた活性領域を
備える半導体層列を有する。有利には１つのカバー層が上記の活性領域に先行してまた別
の１つのカバー層がこの活性領域に続いて設けられる。これらのカバー層（「クラッディ
ング層」）は、例えば、電荷を閉じ込めるために設けられる。上記の半導体レーザダイオ
ードはさらに共振器を有する。
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【００１７】
　上記の半導体層列は、１実施形態においてつぎのグループから選択される半導体材料を
ベースとする。すなわち、ガリウムりん（ＧａＰ），ガリウムヒ素（ＧａＡｓ），アルミ
ニウムガリウムヒ素（ＡｌＧａＡｓ），インジウムガリウムりん（ＩｎＧａＰ），インジ
ウムアルミニウムガリウムりん（ＩｎＡｌＧａＰ），ガリウムインジウムヒ素アンチモン
化物（ＧａＩｎＡｓＳｂ），アルミニウムガリウムヒ素アンチモン化物（ＡｌＧａＡｓＳ
ｂ），インジウムガリウムヒ素りん（ＩｎＧａＡｓＰ）のグループから選択される半導体
材料をベースとするのである。上記の半導体材料ベースの半導体層列は、上記の半導体材
料を含む少なくとも１つの層（例えば上記の活性領域）を有する。上記の半導体レーザダ
イオードは、上記の半導体層列が配置されておりかつ例えばエピタキシャル成長された基
板を有することも可能である。１実施形態においてこの基板は、ガリウムアンチモン化物
（ＧａＳｂ）またはガリウムヒ素（ＧａＡｓ）を有する。
【００１８】
　ビームを形成するため、上記の活性領域には有利にはｐｎ接合、ダブルヘテロ構造、単
一量子井戸構造（ＳＱＷ, single quantum well）または殊に有利には多重量子井戸構造
（ＭＱＷ, multi quantum well）が含まれる。ここで量子井戸構造という語には、量子化
の次元についての意味は含まれない。したがって、量子化には例えば、量子箱、量子細線
、量子点およびこれらの構造のあらゆる組み合わせが含まれる。多重量子井戸構造の例は
、刊行物WO 01/39282，US 5,831,277，US 6,172,382 B1およびUS 5,684,309に記載されて
おり、これらの刊行物の開示内容は参照によって本願に取り込まれているものとする。
【００１９】
　例えばエッジ放射形レーザダイオードでは上記の活性領域は、１実施形態において半導
体層列の２つの導波層の間に配置される。ここでこれらの導波層そのものは、上記の２つ
のカバー層の間に配置される。上記の導波層の屈折率は有利にはカバー層の屈折率とは異
なるため、活性領域から放射される電磁ビームは、２つのカバー層の間を案内される。エ
ッジ放射形レーザダイオードの共振器は、例えば、半導体層列のエッジによって形成する
ことが可能である。
【００２０】
　択一的には上記のレーザダイオードは、面放射形の半導体レーザ、例えばＶＣＳＥＬ（
Vertical Cavity Surface Emitting Laser）またはＶＥＣＳＥＬ（Vertical External Ca
vity Surface Emitting Laser）とすることも可能である。
【００２１】
　面放射形半導体レーザでは、レーザビームの放射は、エッジ放射形レーザダイオードと
は異なり、半導体層層列のエッジによって行われるのではなく、半導体層列の主延在面に
対して所定の角度（例えば垂直）に延びる方向に行われる。上記の主延在面とはここでは
、この面の垂線が、半導体積層体の層が順次に並んでいる方向を向いている面のことであ
る。すなわち例えば上記の主延在面は、半導体積層体の成長方向に対して垂直である。
【００２２】
　ＶＣＳＥＬとは、共振器が例えば半導体層列に組み込まれている面放射形半導体レーザ
のことである。ＶＥＣＳＥＬでは、共振器はふつう少なくとも１つの外部ミラーを有する
。
【００２３】
　上記の面放射形半導体レーザは、１実施形態において付加的なエッジ放射形レーザ構造
を有しており、これによって上記の面放射形半導体層列がポンピングされる。上記のエッ
ジ放射形レーザ構造は、面放射形半導体層列とモノリシックに集積して構成することがで
きる。
【００２４】
　１実施形態において上記の照明装置には、動作時に第１波長のレーザビームを放射する
少なくとも１つの第１半導体レーザダイオードと、また動作時に第２波長のレーザビーム
を放射する少なくとも１つの第２半導体レーザダイオードとが含まれている。上記の１つ



(6) JP 5688881 B2 2015.3.25

10

20

30

40

50

の第１および第２半導体レーザダイオードないしは上記の複数の第１半導体レーザダイオ
ードおよび／または第２半導体レーザダイオードは、１実施形態においてモノリシックに
集積されて構成されており、例えばレーザバー（Laser-Barre）として構成される。
【００２５】
　別の実施形態では上記の照明装置には、第１活性領域と第２活性領域とを有する半導体
レーザダイオードが含まれる。これらの第１および第２の活性領域は共に半導体レーザダ
イオードの半導体層列に含まれている。すなわちモノリシックに集積されて構成されてい
るのである。有利にはこれら活性領域は上下に積層される。照明装置は、１発展形態にお
いて横方向に隣接しかつモノリシックに集積されて実施される半導体レーザダイオードを
複数含むことも可能である。この場合に半導体レーザダイオードは、レーザバーを構成し
、これはしばしばアレイとも称される。
【００２６】
　殊に上記の半導体層列は、第１活性領域と第２活性領域との間にトンネルダイオードを
有する。上記の２つの活性領域は、例えばこのトンネルダイオードによって電気的に直列
接続される。１実施形態では上記のレーザダイオードは、エッジ放射形である。
【００２７】
　このような半導体レーザダイオードは基本的に、例えば刊行物WO 99/39405から公知で
ある。
【００２８】
　さらに刊行物US 5,212,706には、エッジ放射形半導体レーザダイオードが記載されてい
る。ここでは複数の活性領域がモノリシックに重なり合って析出され、またレーザダイオ
ードがトンネルダイオードによって互いに接続されている。
【００２９】
　ここでは上記の第１活性領域は、半導体レーザダイオードの動作時に第１波長のレーザ
ビームを放射し、また第２活性領域は、半導体レーザダイオードの動作時に第２波長のレ
ーザビームを放射する。すなわち、積層体内で重なり合って配置される活性領域のうちの
少なくとも１つは波長λ１のレーザビームを放射し、少なくとも１つの別の活性領域は波
長λ２のレーザビームを放射するのである。ただしλ１≠λ２である。
【００３０】
　上記のトンネルダイオードは、例えば、高濃度にｎドーピングされた層と、高濃度にｐ
ドーピングされた層とから構成される。ここでこれらの高濃度にドーピングされた層は必
ずしも均一にドーピングする必要はない。高濃度にドーピングされた別の層をそれぞれ向
いている側における高濃度のドーピングは、トンネル接合部を形成するのにすでに十分だ
からである。１発展形態では、上記の高濃度にドーピングされた２つの層の間に中間層が
設けられる。この中間層は、ドーピングしなくてもよいし、またｎドーピングすることも
またはｐドーピングすることも可能である。しかしながらこの中間層は有利には、上記の
高濃度にドーピングされた層の一方または両方よりもドーピング濃度が低い。
【００３１】
　１実施形態では、上記の第１および第２活性領域は１つずつの量子井戸構造を有する。
１発展形態では、層厚および／または材料組成で種々異なる放射波長を実現するため、第
１活性領域に対応する量子井戸構造と、第２活性領域に対応する量子井戸構造とが異なる
。また択一的または付加的には、第１活性領域の量子井戸構造と、第２活性領域の量子井
戸構造との間で電荷担体を量子化する次元が異なることも可能である。例えば、活性領域
のうちの１つが量子点または量子線を有するのに対して、別の活性領域が量子箱を有する
ことが可能である。
【００３２】
　半導体レーザダイオードの活性領域の数は、有利には２以上１０以下である。また例え
ば上記の半導体レーザダイオードが、放射されるレーザビームの波長がそれぞれ異なる３
つ以上の活性領域を有することが可能である。これらの半導体レーザダイオードの複数の
活性領域が、第１波長のレーザビームを放射して、この波長においてできる限り大きな出
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力が得られるようにすることも可能である。この場合、半導体レーザダイオードには、第
２の波長で放射する少なくとも１つの別の活性領域が含まれる。
【００３３】
　上記の半導体レーザダイオードの共振器長は有利には０．３ｍｍ～１０ｍｍである。こ
の共振器長は、例えば、エッジ放射形半導体レーザダイオードの共振器を構成する側方エ
ッジの間隔によって得られる。
【００３４】
　上記の半導体レーザダイオードは、例えば、ワイドストライプ形レーザダイオードとし
て、または台形レーザとして実施することができる。このようなレーザダイオードを用い
れば有利にも、放射するレーザビームのビーム出力を極めて大きくすることができる。ワ
イドストライプ形レーザダイオードの活性領域は、例えば５０μｍ以上、有利には１００
μｍ以上の横方向の大きさを有する。台形レーザでは、例えば、共振器長の少なくとも一
部にわたって、１つの共振器ミラーから第２の共振器ミラーの方向に活性領域の横方向の
大きさが大きくなる。上から見ると、この活性領域は、共振器長のこの部分において例え
ば台形の輪郭を有する。上記の活性領域の輪郭および／または横方向の大きさは、例えば
、電極の形状により、および／または半導体層列の形状により、殊に半導体層列の構造化
によって得られる。
【００３５】
　殊に良好なビーム品質は、屈折率調整形（indexgefueht）のリブ導波器（Rippenwellen
leiter）によって得られる。このためには積層体の一部、すなわち半導体層列を、幅の狭
い複数のウェブの形で構造化し、これらのウェブによって屈折率調整形のリブ導波器を実
現するのである。
【００３６】
　ビーム品質は、上記の積層体が少なくとも１つのブラインド層（Blendenschicht）を含
む場合にさらに改善することができる。このブラインド層は、ストライプ状の開口部を有
しており、この開口部はウェブの長さに沿って延びており、横方向にはこのブラインド層
の絶縁領域によって包囲される。このストライプ状の開口部の幅は、例えば１～１０μｍ
、ふつうは２～６μｍであり、ここでは両端の境界値はそれぞれ含まれるものとする。こ
のような幅の狭い構造により、殊に基本モードの形成だけを可能にするレーザビームに対
する導波器が定められるのである。
【００３７】
　このようなブラインドを作製するための簡単な方法では、ブラインドをいわゆる酸化物
ブラインド（Oxidblede）として酸化法で作製することができる。このために例えば、活
性領域が量子井戸構造している積層体において、ブラインド層が設けられる。このブライ
ンド層の材料は酸化させて電気絶縁体にすることができる。このブラインド層は有利には
、量子井戸構造に対して十分な間隔で配置される。積層体を構造化して、ふつう２０～３
０μｍの幅を有する幅の狭いウェブにした後、２つのウェブの間のトレンチ壁またはウェ
ブ側壁との突き合わせ（Stosskanten）から、横方向に前進させて上記のブラインド層を
酸化させることができる。この場合、外側から開口部を次第に小さくするブラインドが得
られる。
【００３８】
　上記の酸化条件は、ストライプ状のブラインド開口部が適切な値に達するまで維持され
、ここではこの適切な値より、上記のように幅を狭めた導波器において基本モードだけを
形成できるようになる。有利な幅は例えば１～１０μｍ、ふつうは２～６μｍであり、こ
こでは両端の境界値はそれぞれ含まれるものとする。酸化可能な材料として、例えばアル
ミニウムを含有するブラインド層が有利である。
【００３９】
　モノリシックに上下に積層した活性領域を有する半導体レーザダイオードを含む照明装
置では、照明装置の大きさを殊に小さくすることができる。また同時に、例えば１Ｗ以上
、有利には１０Ｗ以上の照明装置の殊に大きな光出力が得られる。
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【００４０】
　センサシステムの１実施形態では、第１波長と第２波長との間の差分は、また種々異な
る複数の波長の場合には殊に最も短い波長と最も長い波長との間の差分は、２００ｎｍ以
下である。
【００４１】
　別の実施形態では上記の照明装置は、レーザビームを赤外線スペクトル領域において放
射するように構成される。殊に第１波長および／または第２波長は、赤外線スペクトル領
域にある。
【００４２】
　例えば、上記の活性領域のうちの少なくとも１つは、ＡｌＧａＩｎＡｓ（すなわちＡｌ

nＧａmＩｎ1-n-mＡｓ　ただし０≦ｎ≦１，０≦ｍ≦１かつｎ＋ｍ≦１）を含むことがで
きる。例えばこの材料系により、例えば７８０～１１００ｎｍの放射波長が可能になる。
ここでは境界値を含まれるものとする。１発展形態では第１波長および／または第２波長
は、８００ｎｍ以上１０００ｎｍ以下である。
【００４３】
　上記のセンサシステムは、１実施形態において、間隔および／または速度を測定するた
めに設けられる。この実施形態において上記の検出装置は、例えば１チャネルセンサ、例
えばフォトダイオードである。このセンサシステムは、例えば衝突警報システム、例えば
自動車用の衝突警報システムに含まれる。
【００４４】
　別の実施形態では上記のセンサシステムは、暗視装置に含まれる。このセンサシステム
の検出装置には、例えばこの実施形態においてマルチチャネルセンサ、例えば半導体画像
センサおよび／残光増幅器（Restlichtverstaerker）が含まれている。種々異なる多数の
波長のレーザビームを放射する上記の照明装置により、暗視装置によって表示される画像
のコントラストを殊に大きくすることができる。
【００４５】
　別の利点および有利な実施形態は、図面に関連して説明する以下の実施例から得られる
。
【実施例】
【００４６】
　図面において類似の構成部材または作用が同じ構成部材には同じ参照符号が付されてい
る。図面およびこれらの図面に示した要素の互いの大きさの比は、縮尺通りであるとして
はならない。むしろ個々の要素は、理解を容易にするためおよび／または説明し易くする
ため、誇張して大きく表示されていることがある。
【００４７】
　図１にはセンサシステムＳの実施例が示されている。このセンサシステムＳには照明装
置が含まれている。ここではこの照明装置に、半導体レーザダイオード１と、光学素子３
または多数の光学素子を有する光学系３とが含まれている。
【００４８】
　図１において大きく簡略化して示した半導体レーザダイオード１は、第１活性領域１１
および第２活性領域１２を有する。第１活性領域１１は、半導体レーザダイオード１の動
作時に第１波長λ１のレーザビームＬ１１，Ｌ１２を放射する。第２活性領域１２は、半
導体レーザダイオード１の動作時に第２波長λ２のレーザビームＬ２１，Ｌ２２を放射す
る。
【００４９】
　半導体レーザダイオード１は有利には多数の活性領域（図示せず）を有することができ
、これらの活性領域は、半導体レーザダイオード１の動作時にそれぞれ異なる波長を放射
する。
【００５０】
　上記の光学素子または光学系３は、活性領域１１，１２によって放射されるレーザビー
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ムＬ１１，Ｌ１２，Ｌ２１，Ｌ２２を形成するように構成されている。例えば上記の光学
素子または光学系３は、ビームを拡げるため、ビームを偏向するためおよび／ビームを集
束するために設けられるのである。上記の光学素子または光学系の複数の光学素子のうち
の少なくとも１つは、例えば、レンズ、回折格子、ミラーおよび／または光導波器とする
ことが可能である。このような光学素子または光学系は、センサシステムＳの別の実施形
態にも有利である。
【００５１】
　さらにセンサシステムＳは検出装置Ｄを有する。上記の検出装置は、第１波長λ１の電
磁波および第２波長λ２の電磁波を検出するように構成されている。
【００５２】
　検出装置Ｄには、フォトダイオードのような１チャネルセンサまたは例えば半導体画像
センサ（ＣＣＤ，Charge Coupled Device）および／または残光増幅器などのマルチチャ
ネルセンサが含まれている。例えばセンサシステムＳは暗視装置であり、検出装置Ｄには
マルチチャネルセンサが含まれる。
【００５３】
　センサシステムＳの動作時に上記の照明装置は、周囲の立体角領域を照明する。上記の
照明された立体角領域に対象体Ｏ１，Ｏ２がある場合、例えば第１波長λ１のレーザビー
ムＬ１１ないしはＬ１２が、また第２波長λ２のレーザビームＬ２１ないしはＬ２２がこ
の対象体に当たる。
【００５４】
　波長λ１およびλ２における反射係数は、対象体Ｏ１，Ｏ２の照明される材料に依存す
る。例えば、第１対象体Ｏ１は、第１波長λ１において比較的大きい反射係数を有し、ま
たは第２波長λ２において比較的小さい反射係数を有する。例えば、第２対象体Ｏ２は、
第２波長λ２において比較的大きい反射係数を有し、または第１波長λ１において比較的
小さい反射係数を有する。
【００５５】
　したがって第１対象体Ｏ１は実質的に第１波長λ１のレーザビームＬ１１を反射するた
め、第１活性領域１１から放射されたこのレーザビームの反射成分Ｒ１は検出装置Ｄに到
達する。第２対象体Ｏ２は実質的に第２波長λ２のレーザビームＬ２２を反射するため、
第２活性領域１２から放射されたこのレーザビームの反射成分Ｒ２も検出装置Ｄに到達す
る。
【００５６】
　これに対して第１対象体Ｏ１は、第２活性領域１２から放射されたレーザビームＬ２１
を反射しないかまたはしたとしてもわずかであり、および／または第２対象体Ｏ２は、第
１活性領域１１から放射されたレーザビームＬ１２を反射しないかまたはしたとしてもわ
ずかである。
【００５７】
　このようにセンサシステムＳは（波長λ１またはλ２のうちの１つだけによって動作す
るセンサシステムとは異なり）有利にも第１対象体Ｏ１も第２対象体Ｏ２を検出するのに
も適している。例えば、暗視装置であるセンサシステムでは有利にも背景に対し、２つの
対象体Ｏ１，Ｏ２を高いコントラストで撮像することができるのである。
【００５８】
　図２には、図１の実施例に記載したセンサシステムＳの半導体レーザダイオード１の概
略斜視図が示されている。
【００５９】
　半導体レーザダイオード１には、基板１００にエピタキシャル成長された半導体層列１
０が含まれている。半導体層列１０は有利にはＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体材料ベースであ
り、殊にヒ素化合物半導体材料、窒素化合物半導体材料またはりん化合物材料ベースであ
る。
【００６０】
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　例えば半導体層列１０は、ＩｎxＡｌyＧａ1-x-yＮ，ＩｎxＡｌyＧａ1-x-yＰまたはＩｎ

xＡｌyＧａ1-x-yＡｓを含有することができ、ここでそれぞれ０≦ｘ≦１，０≦ｙ≦１お
よびｘ＋ｙ≦１である。この場合にはＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体材料は必ずしも上記の式
にしたがった数学的に正確な組成を有する必要はない。むしろこの材料は、この材料の物
理特性を実質的には変化させない付加的な成分ならびに１つまたは複数のドーピング材料
を有することができる。しかしながら結晶格子の主要な構成成分がわずかな量の別の材料
によって部分的に置換されている可能性があるとしても、分かり易くするために上述の式
には結晶格子の主要な構成成分のみが含まれている。
【００６１】
　半導体層列１０に対する材料選択は、半導体レーザダイオード１の所望の放射波長に基
づいて行われる。基板１００は、有利にはエピタキシャル成長すべき半導体層列１０に基
づいて選択され、また例えばＧａＡｓ基板またはＧａＮ基板またはＳｉＣ基板またはシリ
コン基板とすることが可能である。
【００６２】
　半導体層列１０は、第１活性領域１１を含む第１ダイオードレーザ層系１１０を有する
。半導体層列１０は、第２活性領域１２を含む第２ダイオードレーザ層系１２０を有する
。
【００６３】
　図２において第２ダイオードレーザ層系１２０は、第１ダイオードレーザ層系１１０と
は異なり、大まかにしか示されていない。例えば第２ダイオードレーザ層系１２０は、第
１ダイオードレーザ層系１１０と類似に構成される。しかしながら異なる放射波長λ１お
よびλ２を得るため、活性領域１１，１２は例えば材料および／または層厚および／また
は量子化部の次元が互い異なる。
【００６４】
　第１ダイオードレーザ層系１１０および第２ダイオードレーザ層系１２０（ひいては第
１活性領域１１および第２活性領域１２）は、基板１００の主延在面において面法線の方
向に上下に続いている。図２においてこの面法線は直角デカルト座標系の（図示していな
い）ｚ方向と一致する。この直角デカルト座標系のｘおよびｙ方向に図２に書き込まれて
いる。
【００６５】
　２つのダイオードレーザ層系１１０，１１０の間にはトンネルダイオード１３０が配置
されている。ここでこのトンネルダイオードには、（例えば第１活性領域１１から第２活
性領域１２の方向に見て）高濃度にｐドーピングされた層と、ドーピングされていないま
たはわずかにドーピングされた中間層と、高濃度にｎドーピングされた層とを有する。
【００６６】
　第１ダイオードレーザ層系１１０には、ここでは多くの量子井戸構造を含む第１活性領
域１１が含まれている。活性領域１１，１２を量子井戸構造として構成する場合、レーザ
閾値（Laserschwelle）は、活性領域として従来のｐｎ接合部を有する半導体レーザと比
較して比較的小さい。さらにこの場合には、放射波長λ１，λ２の温度依存性も有利にも
わずかである。
【００６７】
　ここでは第１ダイオードレーザ層系１１０は、活性領域１１から遠ざかる方向に見て、
基板１００に向かってもまた第２活性領域１２に向かっても１つずつの導波層１１１，１
１２とカバー層（「クラッディング層」１１３，１１４を有する。導波層１１１，１１２
により、活性領域１１から放射された電磁ビームはカバー層１１３，１１４の間で案内さ
れる。基板１００の方を向いたカバー層１１３はここではｎ導電形にドーピングされる。
逆順の層成長、すなわち基板１００の方を向いたｐ導電形のカバー層１１３も同様に考え
られる。
【００６８】
　半導体レーザダイオード１のレーザ共振器は、例えば半導体層列１０の側縁によって構
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成される。活性領域１１，１２で形成されるレーザビームの側縁における少なくとも一部
の反射は、例えば、半導体層列１０の材料と、周囲媒体（例えば空気）との間の屈折率の
跳躍に基づいて行われる。択一的には、半導体レーザダイオード１の側縁に（図示しない
）反射率を増大する層を設けることもできる。有利な実施形態では、レーザ共振器の長さ
Ｌは、０．３ｍｍ以上１０ｍｍ以下である。
【００６９】
　ここでは活性領域１１と、カバー層１１４のうちの１つとの間にブラインド層１１５が
構成される。択一的にはブラインド層１１５を、導波層１１１，１１２またはカバー層１
１３，１１４の縁部または内部に配置することも可能である。例えばこのブラインド層は
、アルミニウムを含有する層であり、これには例えばＡｌＡｓまたはＧａＡｌＡｓが含ま
れるかまたはこれらの材料のうちの１つからなる。ブラインド層１１５は、導電性または
少なくとも半導体の中間領域１１５１を有しており、これは、絶縁性の２つの縁部領域１
１５２の間のストライプ状の開口部である。
【００７０】
　絶縁性の縁部領域１１５２は、例えば酸化法によって作製される。これらのトレンチに
露出しているブラインド層１０の突き合わせは、酸化によって、例えば、十分に高い温度
で、酸素を含有する雰囲気を介して酸化の条件を調整することにより、または酸化性の溶
液を用いて湿式処理することにより、電気的な絶縁体に変えることができる。これは図２
にすでに示しされている通りである。
【００７１】
　これらのブラインドによって、レーザビームの強度分布は実質的にこのブラインド領域
に制限されるか、ないしは導波器が得られる。ここでこの導波器は、ブラインド開口部に
ほぼ相応する幅ｂを有しており、この幅により、上記のレーザビームは基本モードだけに
おいて形成可能になる。
【００７２】
　半導体層列１０は、屈折率調整形のレーザ構造を実現するため、少なくとも１つの幅の
狭いウェブに構造化される。このウェブは、例えば半導体レーザダイオード１の共振器長
に相応する最長の長さをｘ方向に有する。例えば共振器長は、０．３ｍｍ以上１０ｍｍ以
下の値を有する。
【００７３】
　ここではブラインド層１１５のストライプ状の開口部１１５１もウェブに沿って、すな
わちｘ方向に延びている。このストライプ状の開口部は、ｙ方向、すなわちウェブの幅の
方向に幅ｂを有し、これは例えば６μｍ～１２μｍの値を有する。このウェブはここでは
、２０μｍ～３０μｍの幅、すなわちｙ方向の広がりを有する。ここでは幅の境界値もそ
れぞれ含まれるものとする。
【００７４】
　本発明は、実施例に基づく説明に制限されるものではない。例えば半導体レーザダイオ
ード１をワイドストライプレーザとして実施することができる。この場合半導体レーザダ
イオードは例えばブラインド層１１５を有しない。この半導体レーザダイオードは、屈折
率調整形のレーザ構造を有する必要はなく、例えば利得調整形に構成することができる。
屈折率調整形のレーザ構造を有するワイドストライプレーザとして実施される半導体レー
ザダイオード１では、ウェブは例えば５０μｍ以上の幅、例えば１００μｍ以上の幅を有
する。
【００７５】
　本発明には、任意の新たな特徴的構成および特徴的構成の任意の組み合わせが、殊に特
許請求の範囲に記載された特徴的構成の任意の組み合わせが含まれており、ここではこれ
は、特許請求の範囲または実施例に、特徴的構成またはその組み合わせが明に示されてい
ないとしても含まれているものとする。
【符号の説明】
【００７６】
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　１　半導体レーザダイオード、　３　光学素子ないしは光学系、　１０　半導体層列、
　１１　第１活性領域、　１２　第２活性領域、　１００　基板、　１１０　第１ダイオ
ードレーザ層系、　１１１　導波層、　１１２　導波層、　１１３　カバー層、　１１４
　カバー層、　１１５　ブラインド層、　１１５１　中間領域、　１１５２　縁部領域、
　１２０　第２ダイオードレーザ層系、　１３０　トンネルダイオード、　Ｄ　検出装置
、　Ｌ１１，Ｌ１２　第１波長λ１のレーザビーム、　Ｌ２１，Ｌ２２　第２波長λ２の
レーザビーム、　Ｏ１　第１対象体、　Ｏ２　第２対象体、　Ｒ１，Ｒ２　反射成分、　
Ｓ　センサシステム

【図１】

【図２】
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